
～オンライン(ZOOM)配信～
「省エネ基準適合義務化への対応に関する説明会」

１. 日 時
第1回目 2024年9月24日(火)14:00～16:00
第2回目 2024年10月8日(火)14:00～16:00
(2回とも同じ内容です)

２. 対象
LPガス・都市ガス事業者

３. 内容
・住宅政策の動向について
・住宅の省エネ性能評価について
・家庭用ガス機器(エネファーム・エコジョーズ・
ガス温水床暖房等) の優位性等について
※内容は変更となる場合がございます

４. 申込方法
下記 URLよりお申し込みください
第1回目(9/24) 
https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_mHhP1bs4Qqi2l4erapNKXQ

第2回目(10/8)
https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_OR6oOCULQPG88Hg95CAalA

５. 申込期限
2024年9月20日(金)

６. 問合せ先
（一社）全国ＬＰガス協会 保安・業務グループ 宍戸、岩田

Email：hoangyoumu@japanlpg.or.jp

2025年4月から全ての新築住宅に省エネ基準の適合が義務付けられるな
ど、ガス業界を取り巻く環境は厳しさを増していくことが予想されます。本
説明会は住宅・建築物における省エネ基準適合義務化への対応について
ご理解いただき、今後の家庭用ガス機器の普及に向けた取り組みの一助
となることを目的とし、開催いたします。

省エネ基準適合義務
化について正しく理
解して、これからも
家庭用ガス機器を普
及させよう！

主催：日本ガス体エネルギー普及促進協議会

https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_mHhP1bs4Qqi2l4erapNKXQ
https://us02web.zoom.us/webinar/register/WN_OR6oOCULQPG88Hg95CAalA






   
 

令 和 ６ 年 ４ 月 １ ６ 日 

住宅局参事官(建築企画担当)付 
 

 

令和７年４月１日から省エネ基準適合の全面義務化や         

構造関係規定の見直しなどが施行されます！！ 

 

１.背景 
 

令和４年６月、建築物の省エネ性能の一層の向上を図る対策の抜本的な強化等のための「脱

炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の一部を改

正する法律」（以下「改正法」という。）が公布されました。改正法においては、原則全ての

新築住宅・非住宅への省エネ基準適合の義務付け、構造規制の合理化などに係る規定について、

公布の日から３年を超えない範囲内において政令で定める日から施行することとされていま

す。 

今般、これら規定の施行期日を定めるとともに、施行に必要な政令の整備を行います。 
 

 

２.政令の概要 
 

（１） 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の

一部を改正する法律の施行期日を定める政令 
 

令和７年４月１日から施行することとする。 

 

（２） 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律等の

一部を改正する法律の施行に伴う関係政令の整備等に関する政令 
 
① 省エネ基準への適合を求めない建築の規模を、床面積が 10㎡以下の建築物の建築とす

る（建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行令関係）。 

 

    ② 建築物における省エネ基準への適合義務の対象拡大に関連して、高い断熱性能を有す

る、太陽光パネルを備えるなど、様々な仕様の木造建築物が増えることを踏まえ、建築

物の仕様等に応じて求める「柱の太さや壁の量」等に係る構造関係規定を整備する（具

体的な内容は告示に委任）（建築基準法施行令関係）。 

 

③ その他、都道府県と市町村における建築主事の事務の整理を行う等、所要の改正を行

う（建築基準法施行令等関係）。 
 

 

３.スケジュール 

 公布：令和６年４月１９日（金）  

 施行：令和７年４月 １日（火） 
 

 

 

＜問い合わせ先＞ 住宅局参事官(建築企画担当)付 代表：03-5253-8111、直通：03-5253-8513 

（２）①に関すること ： 課長補佐 平山 （内線：39-452) 

（２）②に関すること ： 課長補佐 杉原 （内線：39-536） 

（２）③に関すること ： 課長補佐 土佐 （内線：39-516） 

 

令和４年６月に公布された「脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の

向上に関する法律等の一部を改正する法律（令和４年法律第 69号）」の施行期日を定める政令及

び施行に必要な規定の整備等を行う政令が、本日、閣議決定されました。 

 


